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初等中等教育における情報教育の 3観点

　我が国の初等中等教育における情報教育は，「情報活用
の実践力」「情報の科学的な理解」「情報社会に参画する
態度」の 3観点をバランスよく育むことが求められている．
　この情報教育の 3観点は，「情報化の進展に対応した
初等中等教育における情報教育の推進等に関する調査研
究協力者会議」が 1997（平成 9）年 10月に出した第 1次
報告において定義され 1），現行学習指導要領からこの 3
観点を踏まえた情報教育が行われるようになった．
　この第 1次報告における各観点の定義は，次のように
なっている．

情報活用の実践力
課題や目的に応じて情報手段を適切に活用すること
を含めて，必要な情報を主体的に収集・判断・表現・
処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて発信・
伝達できる能力

情報の科学的な理解
情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情
報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善
するための基礎的な理論や方法の理解

情報社会に参画する態度
社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割
や及ぼしている影響を理解し，情報モラルの必要性
や情報に対する責任について考え，望ましい情報社
会の創造に参画しようとする態度

小学校における情報教育

　小学校における情報教育は，特にそれに特化した教科
があるわけではなく，「総合的な学習の時間」を中心に全
教科を通じ，コンピュータなどの情報機器を手段として，
情報活用の実践力を育むことが期待されている．
　小学校新学習指導要領の第 1章総則における「指導計
画の作成等に当たって配慮すべき事項」は，次のような
記述になっている 2）．

各教科等の指導に当たっては，児童がコンピュータ
や情報通信ネットワークなどの情報手段に慣れ親し
み，コンピュータで文字を入力するなどの基本的な
操作や情報モラルを身に付け，適切に活用できるよ
うにするための学習活動を充実するとともに，これ
らの情報手段に加え視聴覚教材や教育機器などの教
材・教具の適切な活用を図ること．

新学習指導要領と
これからの情報教育

千里金蘭大学

長野大学
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和田　勉
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　新しい小学校学習指導要領および中学校学習指導
要領が 2008（平成 20）年 3月に告示され，高等学校
学習指導要領が 2009（平成 21）年 3月に告示された．
これで初等中等教育の新学習指導要領が出揃った．
そこで本稿では，初等中等教育における情報教育が，
新学習指導要領においてどのように扱われているか
を概観する．また，これからの情報教育に対して，
我々の果たすべき役割についても提言する．後半で
は，日本と地理的に近くまた交流も多く，さらに国
際的にも似た環境におかれている，韓国と台湾での
初等中等教育における情報教育をとりあげ，日本の
ものと比較対照する．韓国においては，低学年から
国として相当に高い目標が定められており，十分で
はないものの教育現場もそれに対応しており，また
社会環境も充実している．台湾の高校教育において
は，学習時間は日本の共通教科情報科の半分程度で
あるが，学習指導要領上は特にプログラミングに関
してかなり高い目標が定められている．

特集　未来のコンピュータ好きを育てる
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新学習指導要領とこれからの情報教育

千里金蘭大学

長野大学

　現行学習指導要領との大きな違いは「コンピュータで
文字を入力するなどの基本的な操作」と「情報モラル」の
習得・活用が明記されたことである．コンピュータ・リ
テラシーを小学校段階で習得させることや，道徳などの
時間に限定せず全教科において「情報モラル」教育を推進
し，さらに単なる習得にとどまらず，それを適切に活用
できるようにすることまで求められている．
　また，総合的な学習の時間では，「内容の取扱いにつ
いては，次の事項に配慮するものとする」として，次の
ことが示されている．

情報に関する学習を行う際には，問題の解決や探究
活動に取り組むことを通して，情報を収集・整理・
発信したり，情報が日常生活や社会に与える影響を
考えたりするなどの学習活動が行われるようにする
こと．

　これは，現行学習指導要領にはない記述であり，問題
の解決や探究活動という総合的な学習活動において，「情
報を収集・整理・発信」するという情報活用の実践力，「情
報が日常生活や社会に与える影響」を考えたりするとい
う情報社会に参画する態度についても学習させるよう求
めている．これらは，従来，中学校技術・家庭科や高校
情報科で規定されていた内容である．
　なお，学習指導要領においては，学習内容の理解・応
用・実践の高度化レベルを，習得→活用→探求という表
現で示している．

中学校における情報教育

　中学校における情報教育は，主に技術・家庭科の中の
技術分野で扱われている．
　現行学習指導要領における技術分野は，次の 2つで構
成されている．

A 技術とものづくり
B 情報とコンピュータ

　このうち「B情報とコンピュータ」の内容は次のように
なっている．

（1） 生活や産業の中で情報手段の果たしている役割
（2） コンピュータの基本的な構成と機能および操作
（3） コンピュータの利用
（4） 情報通信ネットワーク
（5） コンピュータを利用したマルチメディアの活用
（6） プログラムと計測・制御

　この中で，（1）～（4）はすべての生徒に履修させるも
のとし，（5）と（6）は「A 技術とものづくり」の選択項目と
合わせた 4項目のうち 1～ 2項目を選択して履修させる
こととなっている．そのため，マルチメディアの活用や
プログラムと計測・制御については，どちらもまったく
学習していない生徒が少なくない．
　一方，新学習指導要領における技術分野は，次の 4つ
から構成されている 3）．

A 材料と加工に関する技術
B エネルギー変換に関する技術
C 生物育成に関する技術
D 情報に関する技術

　この中で，「D情報に関する技術」の内容は次のよう
になっている．

（1） 情報通信ネットワークと情報モラル
（2） ディジタル作品の設計・制作
（3） プログラムによる計測・制御

　現行学習指導要領と比較すると，必履修だった（1）～
（4）から，コンピュータ・リテラシーについては小学校
へ移し，「情報通信ネットワーク」と「情報モラル」に焦点
を絞っている．また，現行では選択項目であるマルチメ
ディアやプログラムと計測・制御に相当する内容が必履
修となった．
　ただし，技術・家庭科の授業時数は，3年間合計 175
時間となっていて，これを技術分野と家庭分野で半分
にし，それを現行学習指導要領ではさらに二分，新学
習指導要領では四分したものが，情報に関する教育に
充てられる．つまり，中学 3年間で情報に関する技術
を学ぶ時間は，計算上，現行では約 44時間だが，新学
習指導要領では半分の約 22時間しか確保されないこと
になった．このことは，内容とともに重要な意味を持
つと考えている．

高校における情報教育

　高校における情報教育は，情報科が中心となって担当
する．情報科には，共通教科情報科と専門教科情報科が
ある（現行学習指導要領の「普通教科『情報』」「専門教科
『情報』」は，新学習指導要領においてそれぞれ「共通教科
情報科」「専門教科情報科」という表現になっているため，
本稿では新学習指導要領における表現で統一する）．
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2  内容
（1） 情報の活用と表現
ア 情報とメディアの特徴
イ 情報のデ ィジタル化
ウ 情報の表現と伝達

（2） 情報通信ネットワークとコミュニケーション
ア コミュニケーション手段の発達
イ 情報通信ネットワークの仕組み
ウ 情報通信ネットワークの活用とコミュニケー
  ション

（3） 情報社会の課題と情報モラル
ア 情報化が社会に及ぼす影響と課題
イ 情報セキュリティの確保
ウ 情報社会における法と個人の責任

（4） 望ましい情報社会の構築
ア 社会における情報システム
イ 情報システムと人間
ウ 情報社会における問題の解決

【情報の科学】
1  目標
情報社会を支える情報技術の役割や影響を理解
させるとともに，情報と情報技術を問題の発見
と解決に効果的に活用するための科学的な考え
方を習得させ，情報社会の発展に主体的に寄与
する能力と態度を育てる．

2  内容
（1） コンピュータと情報通信ネットワーク
ア コンピュータと情報の処理
イ 情報通信ネットワークの仕組み
ウ 情報システムの働きと提供するサービス

（2） 問題解決とコンピュータの活用
ア 問題解決の基本的な考え方
イ 問題の解決と処理手順の自動化
ウ モデル化とシミュレーション

（3） 情報の管理と問題解決
ア 情報通信ネットワークと問題解決
イ 情報の蓄積・管理とデータベース
ウ 問題解決の評価と改善

（4） 情報技術の進展と情報モラル
ア 社会の情報化と人間
イ 情報社会の安全と情報技術
ウ 情報社会の発展と情報技術

【新科目の特徴】
　「社会と情報」は「情報 C」，「情報の科学」は「情報 B」を
発展させたものと捉えることができる（図 -2）．ただし，

●共通教科情報科
【現状】
　共通教科情報科は，情報化の進展に対応した初等中等
教育における情報教育の推進等に関する調査研究協力者
会議の第1次報告においては，次のように提言されていた．

高等学校では，普通教育に関する教科として教科
「情報（仮称）」を設置し，その中に科目を複数設定す
る（いずれも 2単位程度）．内容としては，「情報の
科学的な理解」および「情報社会に参画する態度」に
関する事項で構成する基礎的な科目を設けることと
する．

　しかし，中学校卒業段階における情報活用の実践力の
習熟が不十分であった当時の現状を考慮し，最終的に，
現行学習指導要領では，情報活用の実践力に重きを置い
た「情報 A」，情報の科学的な理解に重きを置いた「情報
B」，情報社会に参画する態度に重きを置いた「情報 C」
の 3科目が設定された（図 -1）．
　共通教科情報科は必履修とされ，工業科や商業科など
一部の特例を除き，すべての高校生がこの 3科目のうち
1科目を選択して学ばねばならないことになった．これ
は画期的なことであったが，本来，共通教科情報科の中
核となるべき「情報 B」や「情報 C」ではなく，補助的な科
目であるはずの「情報 A」を生徒に履修させている高校が
4分の 3に上るというのが現状である 4）．
【新科目の内容】
　全国高等学校長協会をはじめ，共通教科情報科を必履
修から外そうという動きもあった 5）が，それに対抗して
情報処理学会などが高校における情報教育の重要性を主
張したりした 6）結果，新学習指導要領においても情報科
は引き続き必履修教科として指定されることになった 7）．
　新学習指導要領では，情報活用の実践力の確実な定着
や，情報に関する倫理的態度と安全に配慮する態度や規
範意識の育成を特に重視したうえで，生徒の能力や適性，
興味・関心，進路希望などの実態に応じて，情報や情報
技術に関する科学的あるいは社会的な見方や考え方につ
いて，より広く，深く学ぶことを可能とするために，次
の 2科目を置くこととなった．

【社会と情報】
1  目標
情報の特徴と情報化が社会に及ぼす影響を理解さ
せ，情報機器や情報通信ネットワークなどを適切
に活用して情報を収集，処理，表現するととも
に効果的にコミュニケーションを行う能力を養い，
情報社会に積極的に参画する態度を育てる．
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図 -1　現行科目と 3 観点の比重（中野の主観による）
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それにとどまらず「情報 A」「情報 B」「情報 C」の内容に
広くわたっている．特に「社会と情報」は「情報 A」の要素
をかなり含有していて，「社会と情報」＝「情報 C」＋「情
報 A（の一部）」，「情報の科学」＝「情報 B」＋αであると
見ることができる．実際，「社会と情報」の目標には，「情
報を収集，処理，表現する」という，「情報 A」の目標に
近い内容が盛られている．
　「情報 C」と比較して「社会と情報」で増えた内容は「情
報とメディアの特徴」「コミュニケーション手段の発達」
「情報セキュリティの確保」「情報社会における問題の解
決」であり，逆に減った内容は「情報通信の効率的な方
法」である．
　また，「情報 B」と比較して「情報の科学」で増えた内容
は，「情報システムの働きと提供するサービス」「情報通
信ネットワークと問題解決」「問題解決の評価と改善」で
あり，減った内容は，「情報の表し方と処理手順の工夫
の必要性」「情報通信と計測・制御の技術（の一部）」である．
　新科目においては「情報通信ネットワーク」「情報社会」
「情報モラル」というキーワードが目立つ．これらを共通の
土台として，「社会と情報」は「メディア」や「コミュニケー
ション」，「情報の科学」は「問題解決」を核に構成されている．

●専門教科情報科
【現状】
　工業科や商業科のような専門教科としての情報科も，
共通教科情報科と同時に現行学習指導要領から新設され，
11科目が設定された．
　しかしながら，この専門教科情報科の科目を開設して
いる学校はきわめて少なく，さらに，工業高校や商業高
校のように，この専門教科情報科を中心に学ぶ「専門学
科情報科」を設置している高校は，全国で 20校ほどしか
存在しない．

【新しい教科目標】
　新しい共通教科情報科の目標は，現行のものからほと
んど変更されていないが，専門教科情報科の目標は次の
ように「倫理観」や「情報産業」といったキーワードが新た
に追加されている．

情報の各分野に関する基礎的・基本的な知識と技術
を習得させ，現代社会における情報の意義や役割を
理解させるとともに，情報社会の諸課題を主体的，合
理的に，かつ倫理観をもって解決し，情報産業と社会
の発展を図る創造的な能力と実践的な態度を育てる．

【新科目とその特徴】
　情報産業の構造の変化や，情報産業が求める人材の多
様化，細分化，高度化に対応し，創造力，考察力，問題
解決力，統合力，職業倫理などを身につけた人材を育成
する観点から，科目の新設を含めた再構成，内容の見直
しなどが行われた．
　具体的な科目構成については，これらの視点に立ち，
新学習指導要領では表-1のような13科目に再整備された．

図 -2　新科目と 3 観点の比重（中野の主観による）
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基礎的科目

情報産業と社会，情報の表現と管理，情報と問題解決，情報テ
クノロジー

総合的科目

課題研究

システムの設計・管理分野の科目

アルゴリズムとプログラム，ネットワークシステム，データベー
ス，情報システム実習

情報コンテンツの制作・発信分野の科目

情報メディア，情報デザイン，表現メディアの編集と表現，情
報コンテンツ実習

表 -1　専門教科情報科の新科目構成
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　専門教科情報科については，「基礎的科目」「システム
設計・管理系科目」「コンテンツの制作・発信系科目」が
現行の科目群に比べて充実し，系統的に分かりやすく整
理された．その中で，「情報メディア」が新設されたり，
旧「モデル化とシミュレーション」の内容を拡張して「情
報と問題解決」に再編したりという流れは，共通教科情
報科における傾向とも符合する．

●その他の専門学科における情報教育
　1970（昭和 45）年告示の高等学校学習指導要領におい
て，工業や商業に属する科目として，情報に関するもの
がいくつも示された．また，工業に情報技術科，商業に
情報処理科がそれぞれ標準的な学科として掲げられ，こ
れらが我が国の高校における情報教育の中核を担って
きた．
　新学習指導要領においても，工業では「情報技術基礎」
「電子情報技術」「プログラミング技術」「ハードウェア
技術」「ソフトウェア技術」「コンピュータシステム技術」，
商業では「情報処理」「ビジネス情報」「電子商取引」「プ
ログラミング」「ビジネス情報管理」といった，情報系科
目が設定されている．
　この他の専門学科においても，たとえば農業では「農
業情報処理」，水産では「海洋情報技術」，看護では「看護
情報活用」などといった科目が設置され，これらの情報
関係基礎科目を専門高校の生徒の多くが履修している．

新しい教育スタイル

●コンピュータサイエンス・アンプラグド
　児童・生徒にとって，学習内容を理解し，それを定着
させるためには，さまざまな工夫が必要となる．たとえ
ば，からだを動かして実際にやってみたり，本物に触れ
たりして，「体感」することで，子どもたちは納得し，理
解し，そしてそのことが深く心に刻まれる．
　「コンピュータサイエンス・アンプラグド」は，ニュー
ジーランドにあるカンタベリー大学の Tim Bell博士に
よって開発されたコンピュータ科学の教育手法で，コン
ピュータの仕組みや原理をからだを使って学習する．ま
ず，ゲーム感覚でからだ使ってやってみることで「関心・
意欲・態度」を高め，なぜそうなるのか理由を考えるこ
とで「思考・判断」を深め，自分ができたら今度は周囲に
対して教師の立場で分かりやすく演じてみることで「技
能・表現」を身につけ，これらの過程を通して自分自身
の「知識・理解」を増進するものであると言える．
　その手軽な実施方法と高い教育効果により，近年注目
を集めている．詳細については，「6.コンピュータ科学
を楽しく学ぶ」で述べられている通りである．

●教育用プログラミング言語
　一般の国民にとって，コンピュータや情報通信ネット
ワークを道具として活用する力の必要性については，ほ
ぼ異論なく同意されるだろう．一方，初等中等教育にお
いてコンピュータのプログラミングを教育することにつ
いてはどうだろう．これについて我が国においては，む
しろ否定的な意見が大勢であると感じている．一般の国
民がコンピュータのプログラムを作成しなければならな
い場面はほとんどなく，そのような観点からもプログラ
ミング教育の必要性を否定されることがよくある．
　しかしながら，情報活用能力を伸張するためには，そ
の仕組みの科学的な理解が必須である．また，情報処理
の手順を抽象化して論理的に矛盾なく一意に記述する能
力を備えることも必要不可欠である．限られた時間内で
これらの目的を達成するために，教育用プログラミング
言語の利用は大変有効であると考える．とりわけ近年，
ドリトル，Scratch，Squeak Etoys，ビスケットなど，初
等中等教育現場に親和性の高い新しい教育用プログラミ
ング言語が開発され，高い教育的効果をあげている．詳
細については，「7.プログラミングが好きになる言語環
境」で述べられている通りである．

これからの情報教育

　新学習指導要領おける情報教育の中身を，情報教育の
3観点と各校種から考えると，表 -2のようになる．
　小学校から中学校にかけて「情報活用の実践力」が重点
的に指導され，高校では若干その比重が下がっている．
「情報社会に参画する態度」は，小学校でも扱われるが，
中学校や高校でより深く考えさせるようになっている．
それに対して，「情報の科学的な理解」については，中学
校の技術・家庭科と高校の情報科で若干扱われているに
過ぎない．
　新学習指導要領における情報教育は，情報科学や情
報技術といった基礎分野よりも，情報社会や情報活用
といった応用分野を重視していると見ることができる
であろう．
　しかし，仕組みの理解などの基礎なくして「情報」の本
質を知ることは不可能である．新学習指導要領における
教科やその配当時間の枠組みの中において，筆者が考え
る情報教育の理想を表 -3に示す．
　「情報の科学的な理解」の学習は，難解で退屈なもので
はなく，本来，面白くてわくわくするものだと筆者は思
う．新しい教育用プログラミング言語や，コンピュータ
サイエンス・アンプラグドなどは，それを実感できると
ても効果的な教育手法である．
　高校の情報科が，その教科目標を実現し，生徒がたく
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新学習指導要領とこれからの情報教育

表 -2　情報教育の 3 観点と各学校段階における扱いの現状　（中
野の主観による）

小学校 中学校 高等学校

情報活用の実践力 ◎ ◎ ○

情報社会に参画する態度 ○ ◎ ◎

情報の科学的な理解 × △ △

ましく「生きる力」を獲得するためには，環境整備が不可
欠である．筆者が主張する環境整備とは，指導者や科目
選択までも含んでいる．情報科の本質を理解してそれを
教育実践できる力を持った優秀な教員の育成が急務であ
る．また，生徒自身が，その興味・関心や進路希望に応
じて，各自に必要な科目を選択できるよう，すべての高
校において「社会と情報」「情報の科学」の 2科目開設が
望まれる．さらに，発展的な学習が行えるよう，多くの
高校で専門教科情報科の科目開設が待たれる．

近隣諸国における情報教育の現状
－韓国と台湾の例－

　日本の情報教育と比較するために，日本と地理的に近
く，工業国という意味で国際的にも似た環境に置かれて
いるところとして，韓国と台湾での情報教育を紹介する．

●韓国
　表 -4は，2005年末に，韓国政府の教育担当部局であ
る教育人的資源部（当時）が制定した「初・中等学校情報
通信技術教育 運営指針」8）の一部である．これは，学校
教育における情報教育としてそれぞれの学年で修得を目
指すべき指針を示したもので，一般の児童生徒を対象と
したものである．なお高校 1年生までで終わっているの
は，そこまでが「国民共通教育」とされており，高校 2・
3年生は選択中心の教育課程とされているためである．
　これを見ると，日本よりずっと低い学年において，か
なり高い基準が設定されているといえる．たとえば，「情
報機器の理解」において，第 4段階（中学校）で「ネットワ
ークの構成要素と原理」を，第 5段階（高校 1年）で「サー
バとネットワークの構造」を学ぶとされている．また「情
報処理の理解」では，第 5段階で「応用ソフトウェアの制
作」があり，普通高校の 1年生がアプリケーションソフ
トウェアを自作することとされている．
　しかしやはり韓国でも，これらが問題なく実施されて
いるわけではない．国からこのような基準を示されて，
どうしてよいのか困っている現場の先生も多いと聞く．
それでも，日本との大きな違いは，なんとかそれに沿っ
た教育を行わねばならないという認識が現場にあること
であり，少なくとも，日本で「未履修問題」に表れたよう
な，国の方針と現場が大きく乖離することは，韓国にお
いてはあまり生じていないと言える．
　ただし，情報教育を担う教科が学校教育カリキュラム
全体のあちこちに分散しているということがあり，現在
それが問題になっている．
　一方，情報教育環境やその社会的コンセンサスについ
ても，日本とは大きく異なる．韓国の中学校の先生の話

では，児童生徒は家に帰れば必ずコンピュータがあり，
先生はそれを前提に日常的に宿題を出す．まれにコンピ
ュータが家にない児童生徒がいると，学校から教育委員
会にそれを報告し，そこで対処がなされる，とのことで
ある．また，インターネットの悪影響について，国が相
談対処機関を設け，来所・電話・メールなどいずれでも
相談ができるようにしている．
　情報教育の場に限らず，韓国国内では一般に，インタ
ーネット接続環境など，いわゆる「ハード面」は充実して
いる．韓国の玄関口である仁川国際空港では，ロビー
のあちこちで無料のインターネット接続や電源を提供
している．ソウルの街中でパソコンを開けば，たいて
い，どこからともなくセキュリティのかかっていない無
線 LANの電波が飛び込んでくる．バスターミナル・病
院のロビーなどあちこちにコインを入れて使えるコンピ
ュータがある．
　和田が 2006年にソウルに滞在していたとき，韓国国
会で行われた「コンピュータ教育の正常化方案セミナー」
に参加する機会を得た．国会議事堂敷地内にある議員会
館の大会議室を会場として行われ，その最後にまとめと
してパネルディスカッションが行われた．その登壇メン
バは：

•司会　ハンナラ党国会議員
•パネリスト
ヨルリン・ウリ党国会議員
ハンナラ党国会議員
教育人的資源部次官補
論説委員（韓国経済新聞）
自由主義教育運動連合運営委員長
韓国教育課程評価院 教育課程教科書研究本部長
韓国情報科学会会長

表 -3　情報教育の 3 観点と各学校段階における扱いの理想　（中
野の主観による）

小学校 中学校 高等学校

情報活用の実践力 ◎ ○ △

情報社会に参画する態度 ○ ○ ○

情報の科学的な理解 △ ○ ◎
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というものであった．これら，国政のトップが「情報教
育を充実させないと国の存亡にかかわる」ということを
当然の共通認識とし，「あの国でもこの国でもこんなに
情報教育を充実させている（ただしその中に日本は挙げ
られなかった）のに対し韓国はこんなに立ち遅れている．
このままではたいへんだ」と熱っぽく議論していたよう
すが印象に残っている．

●台湾
　表 -5は，台湾での現行「95普通高級中學課程暫行綱
要」（2006年度から適用の現行の暫定学習指導要領：95
は中華民国暦 95年＝西暦 2006年を表す）のうち「普通
高級中學選修科目「資訊科技概論」課程綱要」9）（日本語
訳：高等学校普通科選択科目「情報科学技術概論」学習指
導要領：高校を台湾では「高級中学」と呼ぶ）の一部であ
る．これは，第一，二，三学年いずれで学ぶのでもよいと
され，「2学分」が配当され，毎週 2時間の授業が行われ
る．「学分」とは日本の学校の「単位」に相当するが，数え
方が異なり，2学分はほぼ 1単位に相当する．

　なおこの教科は「選修（選択科目）」という名前ではある
が，高校の生徒は全員が履修する．「必修」と位置づけて
いないのは，そのようにすると担当する教員に関する制
限が強くなり人員配置が難しい，という制度上の事情か
らだとのことである．
　これを日本の学習指導要領と比較すると，まず履修時
間が，日本が 2単位（共通教科情報科）であるのに対し，
2学分≒日本のほぼ 1単位でしかない．また，情報倫理，
情報と社会，といった事項に関しては，台湾より日本で
のほうが重視されているといえる．
　一方，表 -5に挙げられている教育内容そのものは，
大変充実している．特に，「六，プログラム言語と論理」
としてプログラミングが正面から扱われている点は，日
本に比べ先進的であると考えられる．日本では，プログ
ラミングに関する事項は，共通教科情報科のうちでは
「情報 B」にわずかに含まれ，2007（平成 19）年度版以降
の「情報 B」の各社教科書ではある程度正面から取り上げ
られるようになったものの，まだその重要性が認識され
ているとはとても言えず，分量も少ない．

表 -4　韓国「初・中等学校情報通信技術教育 運営指針」韓国教育人的資源部　2005 年 12 月　より．（訳：和田　勉）

　段階

領域

第 1 段階
小学校

1・2 年生

第 2 段階
小学校

3・4 年生

第 3 段階
小学校

5・6 年生

第 4 段階
中学校

1・2・3 年生

第 5 段階
高等学校

1 年生

情報社会
の生活

・情報社会と生活の変化
・コンピュータで出会う

隣人
・コンピュータを利用す

る正しい姿勢
・サイバー空間の正しい

作法

・サイバー空間の利害
・ネチケットと対人倫理
・インターネットとゲー

ム中毒の予防
・情報保護と暗号
・ウィルス，スパムから

の保護

・協力するサイバー空間
・サイバー暴力と被害の

予防
・個人情報の理解と管理
・コンピュータ暗号化と

保安プログラム
・著作権の保護と必要性
・情報社会と職業

・サイバー機関と団体
・サイバー空間の倫理と

必要性
・暗号化と情報保護技術
・知的財産権の理解と保

護
・情報産業の発展と未来

・正しいネティズン意識
・情報保護の法律の理解
・ネットワーク内での情

報保護
・情報社会と職業選択

情報機器
の理解

・コンピュータ構成要素
の理解

・コンピュータの操作

・オペレーティングシス
テムの使用法

・コンピュータの管理
・ソフトウェアの理解
・ユーティリティプログ

ラムの活用
・周辺装置の活用

・コンピュータの動作の
理解

・コンピュータ使用環境
の設定

・ネットワークの理解
・情報機器の理解と活用

・オペレーティングシス
テムの理解

・ネットワークの構成要
素と原理

・コンピュータ内部構成
の理解

・自分のコンピュータを
組み立てる

・オペレーティングシス
テムの動作原理

・サーバとネットワーク
の構造

情報処理
の理解

・多様な情報の世界
・興味深い問題と解決方

法

・数字と文字情報の表現
・問題解決過程の理解

・マルチメディア情報と
表現

・問題解決の戦略と表現
・プログラミングの理解

と基礎

・アルゴリズムの理解と
表現

・簡単なデータ構造
・入出力プログラミング

・データベースの理解と
活用

・プログラム制作過程の
理解

・応用ソフトウェアの制
作

情報の加
工と共有

・生活と情報交流
・サイバー空間との出会

い

・サイバー空間での情報
検索と収集

・文書編集と図の作成

・サイバー空間の生成，
管理，および交流

・数値データの処理
・発表用文書の作成

・情報共有と協力
・情報交流環境の設定
・Web 文書の制作
・マルチメディアデータ

の活用

・マルチメディアデータ
の加工

・Web サイトの運用と管
理

総合活動 ・情報社会に対する正し
い認識と理解

・問題解決のための情報
の収集，生成，および
保護

・責任ある協力活動を通
じた問題解決

・多様なマルチメディア
情報を活用した情報交
流

・サイバー空間での正し
い情報共有
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　表 -5に挙げられているこれだけの内容を，日本の 1
単位に相当する時間だけで十分行えるのかは，当然疑問
が生じるところである．実際そうはいかず，十分に取り
扱うことができないとのことである．また台湾でも，日
本と同様に，この教科は大学進学にあたっての入試科目
ではないので，やはり日本同様に軽視されがちな傾向が
ある．
　「資訊科技概論」の検定教科書は 2種類出版されてい
る 10），11）．前者は，表 -5の 7つの「テーマ」とこの順序
で対応する 7章からなり，名称も同じか似通っている．
後者は 9章からなるが，いくつかの「テーマ」を 2章に分
けたり，「テーマ」にはない「データ通信とネットワーク
の原理」を章として設けたりしている点が異なるが，基
本的に表 -5の順での章立てになっている．
　プログラミングに関する部分は，いずれも VisualBasic
を用いており，Windows上での操作を交えての具体的・
細かな説明が，それぞれ 62ページと72ページにわたっ
て延々と述べられている．
　またいずれも，「七， 情報とキャリアおよび情報の未
来の発展」に対応する章において，情報科学・工学系を
持つ台湾の大学学科やそのWebサイトの URLが具体的

に紹介され，また前者では情報技術分野の職業の種類
（ネットワークエンジニア，ソフトウェアエンジニアな
ど）について紹介されていることが目を引く．
（台湾に関する多くの情報を提供してくれた，台湾師範
大学の陳膺百氏に感謝する）

まとめ

　次の社会を担う子どもたちのために情報教育を充実さ
せる必要があり，それを怠れば国の将来が危ういという
ことを，日本の近隣地域では自明のこととして広く社会
が認識している．日本でもこの基本認識を社会全体で共
有する必要がある．さらに，普通教育の中でのプログラ
ミング教育の重視など，我が国が見ならうべき点も多々
あると言える．
　我々情報処理学会や学会員に対しては，初等中等教育
機関における情報教育の現状理解がまず求められる．そ
の上で，「情報の科学的な理解」の重要性やその面白さを，
文部科学省や教育委員会などの関係各方面，さらには現
場の教員や子どもたちにまで伝えられるような支援を積
極的に行うべきであろう．キャラバンを展開したり，現

表 -5　台湾「95 普通高級中學課程暫行綱要」のうち　「普通高級中學選修科目「資訊科技概論」課程綱要」　（訳：陳　膺百，和田　勉）

テーマ 主な内容 時間数（参考）

一，情報の基本的概念

1. 情報と生活

42. ハードウェアについて知る

3. ソフトウェアについて知る

二，ソフトウェアを活用した生活に関する問題の解決

1. よく使うアプリケーションソフトウェア

52. アプリケーションソフトウェアの高度な活用

3. ソフトウェアツールの生活での活用

三，ネットワークリソースの活用

1. ネットワークの基本概念

6
2. ネットワークリソースの効果的な活用

3. ネットワークツールの高度な活用

4. 情報セキュリティ

四，情報モラルと倫理

1. 情報モラルと倫理

4
2. 良いネットワークモラルの養成

3. 知的財産権の尊重

4. 合理的で安全なネットワークリソースの使用

五，問題解決

1. 問題解決の手順

7

2. 問題の表し方と分析

3. 問題の解決方法と解決策

4. データの収集と分析

5. 結果の評価と問題解決手順の改善

六，プログラム言語と論理

1. プログラム言語概説

8
2. 定数，変数，および方程式

3. 構造化プログラム設計：連続・選択・繰返し

4. プログラムのテストとデバッグ

七，情報とキャリアおよび情報の未来の発展
1. 情報とキャリア開発

2
2. 情報の未来の発展
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